
１　職員の任免および職員数の状況２　職員の給与の状況

市の人口　51,939 人（平成 30 年 1 月 1 日現在）

区　分 歳出総額 (A) 実質収支 人件費 (B) 人件費比率(B/A)

平成29年度 17,114,105千円 856,488 千円 2,458,815 千円 　14.4％

（参考）平成 28 年度人件費比率　14.3％
※人件費には、特別職に支給する給料・報酬などを含んでいます。
※右下の「部門別職員数」の公営企業等の職員にかかる給与・報酬などは
含んでいません。

▼人件費（普通会計決算）

区　分
職員数
(A)

給　与　費
1人あたり
給与費（B/A）給　料 職員手当

期末・勤勉
手当

計 (B)

平成30年度 361人
1,210,743

千円
241,791

千円
487,568

千円
1,940,102

千円
5,374
千円

※職員手当には、退職手当を含んでいません。
※給与費は、平成 30 年度当初予算計上額です。

▼職員給与費（一般会計予算）

( 各年 4月 1日現在 )

区　分 平成 29 年度 平成 24 年度

幸　手　市 99.9 107.8(99.6）

全国市平均 99.1 106.9(98.8）

※ラスパイレス指数とは、一般的に地方公務員と国家公務員の給与水準
の比較に用いられるもので、国家公務員の平均給料月額を 100 とした
場合の市職員の平均給料月額を指数で示したものです。

※平成 24 年度の（ ）内の数値については、国の財政状況および東日本大
震災に対処するため実施した、給与特例法の減額処置がなかったとみ
なした場合の数値です。

▼ラスパイレス指数

  （平成 30 年 4 月 1 日現在）

区　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

一般行政職 39.5 歳 306,689 円 380,462 円

技能労務職 54.7 歳 272,400 円 307,076 円

※平均給料月額は、職員の基本給の平均です。
※平均給与月額は、基本給と扶養手当などの各種手当を合計し、平均した 
ものです。

▼職員の平均年齢・平均給料月額・平均給与月額

  　　　　　　　　　　　　　　 （平成 30 年 4 月 1 日現在）

区　　分 幸手市 国

一般行政職
大学卒 185,800 円 179,200 円

高校卒 151,500 円 147,100 円

技能労務職 高校卒 131,900 円 144,500 円

▼職員の初任給

（平成 30 年 4 月 1 日現在）

区　　分
経　験　年　数

10年以上15年未満 15年以上20年未満 20年以上25年未満

一般行政職
大学卒 284,558 円 326,350 円 376,785 円

高校卒 － － 　　 ※   円     

技能労務職 高校卒 － ※ 円 ※ 円

※経験年数は、市職員として採用される前の職歴などの経験を勤続年数
に加算した年数です。

※表中の「※」欄については、該当区分の人数が少なく、個人情報が特定
されるため、給料月額を記載していません。

▼職員の経験年数別、学歴別平均給料月額

３　職員の勤務時間そのほかの勤務条件の状況

　職員の勤務時間は、1週間あたり38時間45分と定め 

ており、原則、毎週月曜～金曜日（午前 8時 30 分～午

後 5時 15 分）の勤務となります。なお、そのうち正午～

午後 1時は休憩時間です。

　また、一部の職場においては、その業務の実情に応

じて職員の勤務時間の変更を行っています。

▼勤務時間の概要

年次有給休暇
労働基準法第 39 条により与えられる有給の休暇であり、
1 年につき最高 20 日間、前年からの繰越分を含め、年に
最高 40 日間です。

病気休暇
負傷または疾病のために勤務できない職員に対し、原則
上限 90 日まで、その治療に専念させることができる有給
の休暇です。

特別休暇 特別の事由により認められる有給の休暇です。

介護休暇
配偶者、子、本人または配偶者の父母などの親族で負傷、
疾病または老齢により 2週間以上にわたり日常生活に支障
がある人の介護をするために認められる無給の休暇です。

組合休暇
職員団体の業務または活動に従事するために認められる
無給の休暇です。

▼休暇制度の概要、種類など

平成 29 年 平成 28 年

9.6 日 10.3 日

▼年次有給休暇の取得状況（各年平均）

　育児休業とは、3 歳未満の子を養育するため、職務

に従事しないことを可能とする制度です。育児休業期

間については、給与は支給されません。

　平成 29 年度に育児休業を取得した職員は、9(9）人

でした。　　　　　　　　　　　　　※（　）内はうち女性

▼育児休業の取得状況

２　職員の給与の状況のつづき

区　分 支給実績額 支給職員1人あたり平均支給年額

扶 養 手 当 26,448 千円 213 千円

住 居 手 当 15,299 千円 268 千円

通 勤 手 当 16,228 千円  58 千円

管 理 職 手 当 50,893 千円 504 千円

▼そのほかの手当（平成 29 年度決算）

（平成 30 年 4 月 1 日現在）

区　分 給料または報酬月額 期末手当支給率

市　長 839,000 円 6月期　2.125月分　12月期　2.275月分　計4.400月分

副市長 727,000 円 6月期　2.125月分　12月期　2.275月分　計4.400月分

議　長 432,000 円 6月期　2.125月分　12月期　2.275月分　計4.400月分

副議長 382,000 円 6月期　2.125月分　12月期　2.275月分　計4.400月分

議　員 353,000 円 6月期　2.125月分　12月期　2.275月分　計4.400月分

▼特別職の報酬など

（平成 30 年 4 月 1 日現在）

区　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

合計標準的な
職務内容

主事 主任 主査 主幹
主席
主幹

課長 部長

職員数 93 人 28 人 23 人 23 人 26 人 28 人 8 人 229 人

構成比 40.7% 12.2% 10.0% 10.0% 11.4% 12.2% 3.5% 100.0%

※市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。また、標準
的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

※それぞれの職員数には、国家公務員との比較のため、企業・税務・福祉・
技能労務職員などは含んでいません。

▼一般行政職の級別職員数

支給職員１人あたり平均支給額　1,246 千円

平成 29 年度支給率　　期末手当　2.60 月分（1.45月）

　　　　　　　　　　 勤勉手当　1.80 月分（0.85月）
※（　）内は、再任用職員にかかる支給率

▼期末手当・勤勉手当（平成 29 年度決算）

支給実績額　77,314 千円

支給職員 1人あたり平均支給年額　205 千円

▼地域手当（平成 29 年度決算）

支給実績額　　 740 千円

支給職員 1人あたり平均支給年額　  6 千円

▼特殊勤務手当（平成 29 年度決算）

支給実績額　54,415 千円

支給職員 1人あたり平均支給年額　218 千円

▼時間外勤務手当（平成 29 年度決算）

  （平成 30 年 4 月 1 日現在）

区　分 自 己 都 合 定年・勧奨

勤続 20 年 20.4450 月分 25.55625 月分

勤続 25 年 29.1450 月分 34.58250 月分

勤続 35 年 41.3250 月分 49.59000 月分

最高限度 49.5900 月分 49.59000 月分

支給職員 1人あたり平均支給額 ※　千円 19,854 千円

※幸手市は、埼玉県市町村総合事務組合に加入し、退職手当の支給率は
同組合の支給条例に基づくものです。退職手当の 1 人あたり平均支給
額は、平成 29 年度に退職した職員に支給した平均額です。

※表中の「※」欄については、該当区分の人数が少なく、個人情報が特定
されるため、支給額を記載していません。

▼退職手当

▼職員の採用

　平成29年度は、事務職13(8)人、精神保健福祉士1(0)
人、保健師2(2)人の職員を採用しました。※（　）内はうち女性

▼職員の退職

区　分 事務職 技能労務職 合計

定年退職 6(4) 人 0(0) 人 6(4) 人

勧奨退職 － － －

自己都合退職 2(1) 人 0(0) 人 2(1) 人

そのほか（死亡、免職、失職） 0(0) 人 0(0) 人 0(0) 人

計 8(5) 人 0(0) 人 8(5) 人

再任用職員 3(3) 人 0(0) 人 3(3) 人

※再任用職員とは、退職後に市に再雇用された職員です。
※（　）内はうち女性
※勧奨退職は、実施しませんでした。

▼部門別職員数 ( 各年 4月 1日現在 )

区
分 部　門

職員数
増減 主な増減理由平成

30年度
平成
29年度

一
般
行
政
部
門

議　会 4人 4人 0人

総　務 79人 74人 5人
・機構改正による新設部・課の設置およ

びシティプロモーション職員の増員
（5人）

税　務 27人 27人 0人

民　生 78人 81人△ 3人 ・保育部門の減員（△5人）
・子育て部門の増員（2人）

衛　生 21人 21人 0人

労　働 1人 1人 0人

農　林
水　産 8人 5人 3人 ・農業部門の増員（3人）

商　工 6人 5人 1人 ・商工部門の増員（1人）

土　木 47人 46人 1人 ・区画整理部門の増員（1人）

小　計 271人 264人 7人

特
別
行
政
部
門

教　育 37人 40人△ 3人
・教育一般部門、保健体育部門の減員
（△5人）

・学校庶務部門の増員（2人）

消　防 0人 0人 0人

小　計 37人 40人△ 3人

普通会計計 308人 304人 4人

公
営
企
業
等

水　道 12人 11人 1人 ・欠員補充による増員（1人）

下水道 7人 9人△ 2人 ・下水道部門の減員（△2人）

そのほか 19人 19人 0人

小　計 38人 39人△ 1人

合　計 346人 343人 3人

※職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員法の身分を有す
る休職者、派遣職員などを含み、臨時または非常勤職員を除いています。

　平成 29 年度は、免職処分、降任処分、降給処分を

受けた職員はいませんでした。また、休職処分を受け

た職員は 6人（心身の故障）となっています。

▼分限処分の状況

　平成 29 年度は、懲戒処分を受けた職員はいません

でした。

▼懲戒処分の状況

４　職員の分限および懲戒処分の状況

　平成 29 年度は、いずれもありませんでした。

５　公平委員会への措置要求および審査請求の状況

▼研修の概要
区　分 コース数 延べ受講者数

自 主 研 修  3  55 人

基 本 研 修 24 495 人

一 般 研 修 44 305 人

特別研修・そのほか 16  19 人

６　職員の研修の状況

　市の人事行政運営の公平性・透明性を確保するため、平成 29 年度および平成 30 年度の
市職員の給与や勤務条件、研修や処分状況などについて公表します。

問合せ　庶務課☎ (43)1111 内線 233・ (43)3783

公表します「人事行政の運営などの状況」

（7） （6）


